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９．消火活動による放水に伴う溢水影響評価について 

 

１．はじめに 

「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」では、発電所内で生じる異常状態（火災を

含む）の拡大防止のために設置される系統からの放水による溢水を対象とし、影響を評

価するよう求めている。 

本資料では、重要度の特に高い安全機能を有する系統の設備が、このような溢水による

没水で機能に影響を受けないことについて評価した。 

 

２．評価の考え方 

評価は以下の考え方に基づいて実施した。 

（１）溢水源の検討 

評価ガイド、泊発電所３号機の設計条件を考慮し、消火活動による消火栓からの放

水を溢水源として検討した。 

（２）放水時間、放水量の設定 

消火活動に伴う時間や火災荷重に基づく等価時間などから放水時間を設定し、これ

に消火栓からの時間当たりの放水流量を乗じて、放水量を設定した。 

（３）溢水防護区画の設定 

重要度の特に高い安全機能を有する系統がその安全機能を適切に維持するために必

要な設備を防護対象設備として選定したうえで、同設備が設置されているフロアを基

準として、平坦な床面は同一区画として考え、境界は壁や扉の敷居部、堰等流入の障

壁となる段差がある箇所で区画境界としている。 

但し、溢水水位を最も高く評価することを考慮し、敷居のない扉部等の平坦部であ

っても区画境界として設定している箇所もある。 

（４）溢水経路の設定 

原則として溢水水位が高くなるよう、以下の考えで経路を設定した 

① 消火による放水時の没水評価では、評価区画で想定される溢水量よりも上層階

で想定される放水量が多い場合は、評価区画に上層階の溢水量全量を流入させ

て評価を行う。  

② 区画境界の扉を開放して消火活動を行う場合には、開放扉からの溢水流出を考

慮した。 

③ 溢水防護区画内の溢水高さが高くなるよう、区画境界に扉や堰がある場合、溢

水を区画外に流出させないように伝播経路を設定し評価を行った。 

④ 溢水防護区画外の放水に対する没水評価では、評価区画への溢水の伝播経路を

特定し、その溢水量を流入させ評価を行った。 

 

標準評価においては、評価の容易性のため以下の条件にて評価し、防護対象設備の機

能喪失高さに対して溢水水位が高くなる場合においては、評価上の余裕を確保しつつ、
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より実態に即した詳細な評価条件で伝播する溢水量を再設定し、再評価を行うこととし

た。（以下、「詳細評価」という） 

 

＜標準評価で用いる評価条件＞ 

 全ての溢水が下層階に伝播することを想定（上層階での堰などによる貯水を見込

まない） 

 床勾配の水上高さ（最高位置）を評価区画全体の溢水水位に付加 

 溢水伝播経路上に分岐区画がある場合でも、そこへの伝播は考慮せずに溢水水位

を算出 

 床ドレン配管による溢水の排出には期待せずに溢水水位を算出 

 

（５）没水評価に用いる水位の算出 

 影響評価に用いる水位の算出は、漏えい発生階とその経路上の溢水防護区画の全てに

対して行う。水位：Ｈは下式に基づいて算出する。 

 

  Ｈ＝Ｑ／Ａ 

 

Ｑ：流入量（ｍ３） 

（２）で想定した溢水量を用いて、（４）の溢水経路の設定に基づき防護対象区画へ

の流入量を算出する。 

 

 Ａ：滞留面積（ｍ２） 

  溢水防護区画内と溢水経路に存在する区画の総面積を滞留面積として評価する。 

 なお、滞留面積は、壁および床の盛り上がり（コンクリート基礎等）範囲を除く有

効面積を滞留面積とする。 

 

（６）消火栓からの放水による溢水影響評価 

消火活動による放水量を溢水量とし、溢水水位が防護対象設備の機能喪失高さに至ら

ないことを確認することで、溢水の影響評価を実施した。 
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３．評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

溢水防護区画内での放水 

・溢水経路の設定 

・溢水水位の算出 

溢水防護区画の床面積で放水量を 

除した値を溢水水位①とする 

※放水時間は、原則として３時間に設定するが、火

災源が小さいエリアについては、各室の等価時間

を用いて放水時間を設定する。 

※溢水防護区画は全ての防護対象設備に設定する。 

（溢水防護設備がない場合には、溢水防護区画

は設定しない） 

 

※溢水防護区画は壁や扉の敷居部、堰等流入の障壁

となる段差がある箇所を境界とすることを基本

とする。 

 

溢水防護区画外での放水 

・溢水経路の設定 

・溢水水位の算出 

※区画外放水では、床ドレンからの溢水伝播も想定し、溢水防

護区画境界の堰高さは考慮しない 

 

※放水を想定する区画（以下「放水区画」という）によって放

水量が異なることから、当該区画と隣接する放水区画だけで

なく、更に外側にある放水区画、又は上層階にある放水区画

での放水によって、当該区画の溢水水位が最も高くなる場合

があることを考慮する 

 

※評価対象の溢水防護区画外の消火栓から放水する場合

には、区画境界の扉を開けて放水することから、開放扉

から他区画への溢水伝播を考慮して評価を行う 

 

※評価対象の溢水防護区画外の消火栓から放水する場合

には、区画境界の堰高さを考慮して評価を行う 

消火による放水時の没水評価 

評価対象とする溢水防護区画を選択する 

溢水防護区画を設定し配置図に記載する 

消火栓を抽出して配置図に記載する 

防護対象機器を選定し配置図にプロットする 

溢水防護区画毎に放水時間を設定する 

溢水水位＜機能喪失高さ 

溢水水位＞機能喪失高さ 
評価完了 

評価完了 溢水水位＞機能喪失高さ 

溢水水位＜機能喪失高さ 

設備対応後の条件で、防護対象設備が機能喪失し

ないことを確認して評価完了 

溢水水位の評価・判定 

☆ 溢水経路等を実態に即して詳細に設定する例 

堰などにより上層階に蓄積される溢水は、当該区画

に残留するとして溢水量を削減する等 

①と②の水位の高いほうの 
水位と機能喪失高さを比較 

溢水経路等を実態に即し詳細

に設定し☆、溢水水位を算出し

て機能喪失高さと比較 

設備対応を行う 

下層階への開口部がある防護区画 

※同区画に対する評価では開口は無視し、放水

量を同区画面積で除して溢水水位を算定 

 

※下層階の区画に対する評価では、同区画から

の落水を想定し、同区画における放水量を下

層階の区画面積で除して溢水水位を算定 

溢水経路の設定（標準評価） 

溢水防護区画内の放水量を、 

当該区画の放水時間から算定する 

算出した床面積で放水量を除し、溢水水

位を算出する② 

溢水滞留面積が最も小さくなるように溢

水防護区画外の放水区画から防護対象設

備までの溢水経路を設定し、溢水防護区画

と合わせた床面積を求める 

溢水防護区画外の放水量を、当該区画の 

放水時間から算定する 
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４．溢水源 

（１）評価対象となる溢水源について 

 評価ガイドの「２．１溢水源及び溢水量の想定」では、発電所内で生じる異常状態

（火災を含む）の拡大防止のために設置される系統からの放水による溢水を想定す

ることになっている。  

 上記の溢水は「火災時に考慮する消火水系統からの放水による溢水」、「高エネルギ

ー配管破損とスプリンクラーからの放水が同時に発生する溢水」、「原子炉格納容器

スプレイ系統からの放水による溢水」に分類される。  

 泊３号機では、防護対象設備が設置されている建屋に自動作動するスプリンクラー

は設置されていないため、「高エネルギー配管破損とスプリンクラーからの放水が同

時に発生する溢水」は評価不要である。  

 また、原子炉格納容器スプレイ系統は誤作動が発生しないよう設計上考慮されてい

るため、「原子炉格納容器スプレイ系統からの放水による溢水」も評価は不要である。  

 さらに、「火災時に考慮する消火水系統からの放水による溢水」のうち、「自動作動

するスプリンクラーからの放水」については、前述のとおり泊３号機では評価不要

であるため、結果として「建屋内の消火活動のために設置される消火栓からの放水」

が評価対象となる。  

 なお、火災発生時には単一の機器の破損を想定するため、１箇所の火災源を消火す

ることとし、妨害破壊行為等の想定できない意図的な活動による放水は評価の対象

外とする。  

 

（２）放水時間の設定 

消火活動における放水量については、評価ガイドに従い、消火栓からの放水時間を原

則３時間と想定して評価を実施するとともに、火災荷重が小さい区画については等価火

災時間により放水時間を設定した。（９－別紙１） 

 

（３）放水量の設定 

溢水量の算定に用いる放水量は、消防法施行令に規定される「屋内消火栓設備に関す

る基準（第１１条）」および「屋外消火栓設備に関する基準（第１９条）」により、屋

内消火栓からの放水量を 130ℓ 毎分、屋外消火栓からの放水量を 350ℓ 毎分とし、放水箇

所数は同基準を参考に２箇所を想定した。具体的には「火災荷重」および「等価火災時

間」を考慮し、消火栓からの放水量を下記のとおりとした。（９－別紙１） 

 

《屋内消火栓（１号消火栓）》 

・130ℓ毎分／個×0.5時間×2個＝7.8m3 

・130ℓ毎分／個×1.0時間×2個＝15.6m3 

・130ℓ毎分／個×1.5時間×2個＝23.4m3 

・130ℓ毎分／個×3時間×2個＝46.8m3 
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《屋外消火栓》 

・350ℓ毎分／個×0.5時間×2個＝21.0m3 

・350ℓ毎分／個×3時間×2個＝126.0m3 

 

５．溢水経路の設定 

２．評価の考え方（４）溢水経路の設定に沿って、溢水経路を設定した。（９－別紙２） 

 

６．消火栓からの放水による溢水影響評価 

消火活動による放水量をもとに溢水影響を各溢水防護区画について評価した結果、原子

炉建屋と原子炉補助建屋の防護対象設備が、溢水によって機能喪失に至らないことを確認

した。なお、原子炉建屋の非管理区域において、溢水水位が防護対象設備の機能喪失高さ

を超える溢水防護区画が２箇所あり、当該区画への溢水流入防止を目的とした止水板を設

置している。（９－別紙３参照） 

また、評価結果から裕度（溢水水位と機能喪失高さの差）が５ｃｍ未満となる防護対象

設備の盤については、そもそも機能喪失高さが５ｃｍ未満であるため「詳細評価」を行っ

ても、ほとんど結果が変わらないことから、溢水滞留時に盤の扉を開閉することによる水

面の揺らぎの影響が盤内部に及ぶことがないよう、盤の外側（フレーム）への止水対策、

盤設置区画入口への止水板の設置により、全ての盤の裕度を５ｃｍ以上確保することとし

ている。（９－別紙４参照） 

 

区画ごとの評価結果を９－別紙５に示す。また、消火栓からの放水による溢水経路図を

９－別紙６、各区画の放水時間を記載した放水時間設定エリア図を９－別紙７に示す。 
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消火活動に係る放水時間、放水量の考え方について 

 

１．はじめに 

 ここでは、消火活動による放水に伴う溢水評価における、放水時間、放水量の考え方を

示す。また、溢水影響評価で用いる放水量の算出方法の妥当性について説明する。 

 

２．放水時間について 

（１）放水時間の設定 

消火活動における放水時間については、評価ガイドに従い、消火活動を行う時間を原則

３時間と想定して評価を実施するとともに、火災荷重が小さい区画については等価火災時

間により放水時間を設定する。 
 

（２）放水時間設定の考え方 

 ３時間放水区画 

原子炉建屋、原子炉補助建屋の管理区域での消火活動については、ガイドに沿って原

則として３ 時間の放水時間を設定する。 
 

 火災荷重を用いて評価する区画 

原子炉建屋の補助給水ポンプ室、原子炉補助建屋の空調用機械室等、火災荷重が１，

８２０ＭＪ／ｍ２以下の区画については日本電気協会電気指針「原子力発電所の火災防

護指針(JEAG- 

2010)」解説－4－5（1）に従い、放水時間を設定する。（９－別紙１添付１参照） 
 

上記の考え方に基づき、各区画に対して放水時間を設定するフローを以下に示す。 

 

 

図１．放水時間の設定フロー 

放水区画の火災荷重
が1,820MJ/m2以上か 

放水量を算出する放水区画を選定 

0.5～2.0時間の放水時間を設定 

原子炉建屋、原子炉補助建屋の
管理区域 

3時間の放水時間を設定 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

９－別紙１ 
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３．放水量について 

（１）放水量の算出 

消火活動における放水量は、異なる２箇所の消火栓からの放水を想定し、屋内消火

栓１基からの放水流量を１３０ℓ毎分とし、放水時間は原則３時間、火災荷重が１，８

２０ＭＪ／ｍ２以下の区画では等価火災時間を用いて算出する。 
 

（２）放水量算出の妥当性 

 泊３号機の原子炉建屋、原子炉補助建屋に設置される１号消火栓は、放水ノズルに

取り付けられた減圧機構によって、放水圧が一定の範囲に収まるよう設計されている。

従って、消火栓間で放水能力に著しい差がある設備ではなく、エリア毎に放水量の算

出に用いる放水流量を使い分ける必要はない。 

また、消防法施行令では、泊３号機に設置している１号消火栓の放水流量を１３０ℓ

毎分以上と規定しており、実機消火栓の放水流量は１３０ℓ毎分より大きいが、以下の

理由から溢水影響評価で用いる放水量の算出方法は妥当であると考える。（９－別紙１

添付２参照） 

 

《放水箇所数について》 

消防法施行令では、フロア各部分から１箇所の１号消火栓までの水平距離を２５ｍ以

内にすることが求められ、消火栓に備えている放水用ホースの長さは３０ｍであること

から、配置設計上は２箇所の消火栓からの同時放水は想定していない。（９－別紙１添

付２参照） 

 

《放水流量について》 

放水量の算出に使用している１３０ℓ 毎分は実機消火栓の放水流量と比較して小さ

いが、床ドレンおよび機器ハッチからの排水を考慮した場合、区画内の溢水純増量は

実機消火栓の放水流量より小さくなる。 

仮に、１３０ℓ毎分で２箇所の消火栓から連続的に放水した場合、溢水水位（排水目

皿から水面までの高さ）が約５ｃｍに達すると、床ドレン１箇所（３Ｂ）の排水流量

と放水流量が平衡し、溢水水位の上昇は止まる。（９－別紙１添付３参照） 

 

《放水時間について》 

等価火災時間は、区画に存在する可燃性物質に対して消火活動を行わない場合に、

可燃性物質が燃焼を継続する時間であり、消火活動を行った場合は等価時間より短い

時間で鎮火して放水を停止すると考えられるため、放水時間を等価火災時間と同じ時

間に設定することは保守的である。 

 

 溢水評価における放水量算出について図２に、実際の消火活動における放水量につい

て図３、図４に示す。 
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放水時間 

放水流量 

３時間 
ｏｒ 

等価火災時間 

図２．溢水評価における放水量算出 

着色部分の面積が放水量 

１３０ℓ毎分 

１３０ℓ毎分 

放水時間 

放水流量 
ドレン系統への排水を考慮すると、破線赤枠内
の面積で表される水量に対する溢水水位で平
衡状態となる 

図３．実際の消火活動における放水量（３時間放水区画） 

実機消火栓の放水流量 

≧１３０ℓ毎分 

３時間 

破線の傾きは、ドレン系統への排水を
考慮した、見掛け上の放水流量の低下 

放水時間 

放水流量 

等価火災時間より短い 

ドレン系統への排水を考慮すると、破線赤枠内
の面積で表される水量に対する溢水水位で平
衡状態となる 

図４．実際の消火活動における放水量（火災荷重が１，８２０ＭＪ／ｍ２以下の区画） 

実機消火栓の放水流量 

≧１３０ℓ毎分 

消火活動時間 

破線の傾きは、ドレン系統への排水を
考慮した、見掛け上の放水流量の低下 
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９－別紙１添付１ 

 

 

日本電気協会電気指針「原子力発電所の火災防護指針(JEAG-2010)」解説－4－5（1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災荷重が１，８２０ＭＪ／ｍ２以下の区画については、当該区画の火災荷重に相応

する等価火災時間を放水時間として設定する。 
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９－別紙１添付２ 

 
（屋内消火栓設備に関する基準）  

第十一条 屋内消火栓設備は、次に掲げる防火対象物又はその部分に設置するものとする。  

一 別表第一(一)項に掲げる防火対象物で、延べ面積が五百平方メートル以上のもの  

二 別表第一(二)項から(十)項まで、（十二）項及び（十四）項に掲げる防火対象物で、延べ面

積が七百平方メートル以上のもの  

三 別表第一（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が千平方メートル以

上のもの  

四 別表第一（十六の二）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が百五十平方メートル以上のも

の  

五 前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる建築物その他の工作物で、指定可燃物（可

燃性液体類に係るものを除く。）を危険物の規制に関する政令 別表第四で定める数量の七

百五十倍以上貯蔵し、又は取り扱うもの  

六 前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一(一)項から（十二）項まで、（十四）項及び（十

五）項に掲げる防火対象物の地階、無窓階又は四階以上の階で、床面積が、同表(一)項に

掲げる防火対象物にあつては百平方メートル以上、同表(二)項から(十)項まで、（十二）項

及び（十四）項に掲げる防火対象物にあつては百五十平方メートル以上、同表（十一）項

及び（十五）項に掲げる防火対象物にあつては二百平方メートル以上のもの  

２ 前項の規定の適用については、同項各号（第五号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部

分の延べ面積又は床面積の数値は、主要構造部（建築基準法第二条第五号 に規定する主要構造部

をいう。以下同じ。）を耐火構造とし、かつ、壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根。

以下この項において同じ。）の室内に面する部分（回り縁、窓台その他これらに類する部分を除

く。以下この項において同じ。）の仕上げを難燃材料（建築基準法施行令第一条第六号 に規定す

る難燃材料をいう。以下この項において同じ。）でした防火対象物にあつては当該数値の三倍の

数値（次条第一項第一号に掲げる防火対象物について前項第二号の規定を適用する場合にあつて

は、千平方メートル）とし、主要構造部を耐火構造としたその他の防火対象物又は建築基準法第

二条第九号の三 イ若しくはロのいずれかに該当し、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上

げを難燃材料でした防火対象物にあつては当該数値の二倍の数値（次条第一項第一号に掲げる防

火対象物について前項第二号の規定を適用する場合にあつては、千平方メートル）とする。 

３ 前二項に規定するもののほか、屋内消火栓設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次

の各号に掲げる防火対象物又はその部分の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

一 第一項第二号及び第六号に掲げる防火対象物又はその部分（別表第一（十二）項イ又は（十

四）項に掲げる防火対象物に係るものに限る。）並びに第一項第五号に掲げる防火対象物又は

その部分 次に掲げる基準 

イ 屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの水平 

距離が二十五メートル以下となるように設けること。 

ロ 屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの水平 

距離が二十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さとす 

ること。 

ハ 水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該設置 

個数が二を超えるときは、二とする。）に二・六立方メートルを乗じて得た量以上の量と 

なるように設けること。 

ニ 屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階のすべての屋内消火栓（設置個数が二 

を超えるときは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノズ 

ルの先端において、放水圧力が〇・一七メガパスカル以上で、かつ、放水量が百三十リッ 

トル毎分以上の性能のものとすること。 

ホ 水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受ける 

おそれが少ない箇所に設けること。 

ヘ 屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。 

二 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分で、前号に掲げる防火対象物又はその部分以 

外のもの 同号又は次のイ若しくはロに掲げる基準 

イ 次に掲げる基準 

（１）屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口まで 

の水平距離が十五メートル以下となるように設けること。 

（２）屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口から 

の水平距離が十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができ 

る長さとすること。 

（３）屋内消火栓設備の消防用ホースの構造は、一人で操作することができるものとして 

総務省令で定める基準に適合するものとすること。 

（４）水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当 

該設置個数が二を超えるときは、二とする。）に一・二立方メートルを乗じて得た 

量以上の量となるように設けること。 

法令データ提供システム（http://law.e-gov.go.jp/）より引用 

http://law.e-gov.go.jp/
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９－別紙１添付３ 

 

床ドレン排水流量について 

 

床ドレン排水流量 Ｑ[ｍ３／ｈ]と溢水水位 Ｈ[ｍ]の関係は次式で表される。 

 

Ｑ＝√（２ｇ・Ｈ／ζ）・３，６００・Ａ 

 

ここで、 

ｇ＝９．８[ｍ／ｓ２] 

 

ζ＝１．５６ 

（床ドレン受け口部の損失係数０．５６に速度水頭分の損失係数１．０を加えた値：「新版

機械工学便覧」（１９８７年４月日本機械学会編Ａ５－１１．３項）より） 

 

時間単位換算 ３，６００[ｓ／ｈ] 

Ａ＝０．００５５[ｍ２]（排水管３Ｂの管内断面積） 

 

 

１３０ℓ毎分の消火栓２箇所からの放水流量を床ドレンから排水する場合の溢水水位を求め

ると、下記のとおり４．９[ｃｍ]となる。 

 

Ｑ＝１５．６[ｍ３／ｈ]（＝２６０ℓ毎分） 

 

Ｈ＝{Ｑ／（３，６００・Ａ）}２・（ζ／２ｇ） ＝０．０４９[ｍ]＝４．９[ｃｍ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床ドレン受け口の形状 

 

 

３Ｂ管 
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９－別紙２ 

 

消火による放水時の溢水経路の考え方について 
 

１．はじめに 
 消火による放水時の没水評価における、基本的な評価ケースの分類について簡易図を用いて
説明する。 

 
 
２．溢水防護区画内での放水 
 ① 溢水防護区画内に消火栓がある場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ② 溢水防護区画外に消火栓がある場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．溢水防護区画外での放水 
 ①溢水防護区画内に消火栓がある場合 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 溢水防護区画外に消火栓がある場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

溢水水位＝放水量／溢水防護区画面積 

溢水水位 

＝放水量／（溢水防護区画面積＋消火栓設置区画面積） 

 

但し、区画境界に堰があり、算出した溢水水位が堰高さ

以下となる場合、溢水水位は保守的に堰高さと同じとす

る。 

溢水水位 

＝放水量／（溢水防護区画面積＋消火栓設置区画面積） 

 

区画境界に扉や堰がある場合でも、それらの影響を考慮

せず溢水伝播するものとして溢水水位を求める。 

 

また、溢水防護区画と隣接する放水区画だけでなく、更

に外側にある放水区画での放水によって、当該区画の溢

水水位が最も高くなる場合があることを考慮する。 

：消火栓 

：防護対象設備 

：扉 

：溢水伝播 

：溢水防護区画 
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９－別紙３ 

 

消火時の溢水伝播を防止する止水板について 

 

 

１．はじめに 

 泊３号では、消火活動による放水の没水評価において、原子炉建屋Ｔ．Ｐ １７．８ｍ

の原子炉トリップ遮断機盤と、同Ｔ．Ｐ １０．３ｍの 1 次冷却材ポンプ母線計測盤が、

周辺エリアからの溢水流入によって機能喪失する結果となるため、それぞれの盤が設置

される部屋の入口に、溢水伝播を防止する目的で止水板を設置する。 

 ここでは、溢水伝播防止用の止水板の基本仕様について記載する。 

 

 

２．構造 

  止水板は、着脱可能なアルミ製のパネルを壁と床に固定されたフレームに設置する構

造である。止水板の概要図を図１に、サンプル写真を図２に示す。 

 

 

３．耐震性 

止水板は、設置する建屋レベルの基準地震動（Ｓｓ）に対する耐震性を有することを

確認している。 

 

 

４．止水機能 

止水板の止水機能は、放水区画の溢水水位が３日間程度下がらない場合を想定しても、

止水板からの漏えいによって、溢水防護区画内の水位が防護対象設備の機能喪失高さに至

らないことを確認している。 

 

 

５．運用 

 止水板は常時設置とし、メンテナンスに伴う物品運搬等の際は取外す運用とする。また、

防護対象盤が設置される区画での消火活動時にも止水板を取外し、区画外への溢水排出を

阻害しないよう考慮する。なお、止水板の取付け、取外し訓練を定期的に実施することと

し、訓練計画を策定する。 

 上記の運用について、「泊発電所火災防護計画」に規定する。 
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図１ 止水板概要図 

溢水防護区画内床 

入口扉 

止水板 

通路 

密閉ﾊﾝﾄﾞﾙ 密閉ﾊﾝﾄﾞﾙ 

図２ 止水板サンプル写真 
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９－別紙４ 

 

電気盤フレームに施工する止水対策について 

 

防護対象設備が盤の場合には、溢水が室内に滞留した状態で扉の開閉や歩行に伴う水

面の揺らぎが生じた場合でも、盤フレームが隔壁となることで、盤内に設置される機能

喪失高さ設定部位まで水面揺らぎが伝播する可能性は極めて小さいと考える。 

但し、裕度が５ｃｍ未満の場合においては、盤内部で生じる僅かな水面の揺らぎが設

備の機能維持に悪影響を及ぼす可能性を確実に排除するため、溢水伝播経路となる隙間

部等に止水対策を施し、全ての盤の裕度を５ｃｍ以上確保することとしている。なお、

盤フレーム上端の高さまで止水対策を施した場合には盤内部に溢水水位が生じないた

め、何らかの原因によって盤内に溢水が浸入しても盤底面が被水する程度であり、直ち

に盤内の電気的露出部が没水するのを防止する効果も期待できる。 

 

 

 

図１．電気盤等への止水対策イメージ（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．電気盤等への止水対策イメージ（その２）  

 

盤本体 

扉 

ｺｰｷﾝｸﾞによる目埋範囲 

A 部 

B 部 

盤フレーム 
扉 

盤ﾌﾚｰﾑ上端高さまでｺｰｷﾝｸﾞすることで

盤内部への浸水を防止する。 

ﾎﾞﾙﾄ穴についてもｺｰｷﾝｸﾞ実施。 側板合せ部及び取付けﾎﾞﾙﾄ部もｺｰｷﾝｸﾞ実施。 

B 部 

A 部 
ｼｰﾙ高さ 

コーキングによる対策範囲 

１０ｃｍ 
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消火時の放水による没水評価結果（１／４）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建屋 区域区分 T.P.[m]
評価エリ

ア
番号

評価ケー
ス
※1

①-1
溢水量

[m 3]

①-2
火災荷重

[ＭＪ/m 2]

①-3
等価火災
時間[h]

①-4
放水時間
[h] ※2

②滞留面積

[m 2]

滞留面積
対象エリア

暫定水位
[m]

床勾配
[m]

③溢水水位
[m]

防護対象設備 ※3
機能喪失高さ
(T.P.[m])

④機能喪失高さ
(床上[m])

⑤影響評価 ⑥判定
裕度
[m]

備考

24.8 3-7-A (1) 46.8 783.8 0.5以上 3.0 446.7 3-7-A 0.105 0.050 0.155
燃料取替用水ポンプ

(3RFP1A,B)
25.330 0.530 ③＜④ ○ 0.375

21.2 3-6-A (1) 46.8 783.8 0.5以上 3.0 135.2 3-6-A 0.347 0.050 0.397

充てんライン隔離弁(電動弁3V-CS-177)
充てんライン止め弁(電動弁3V-CS-175)

ほう酸注入タンク出口弁(電動弁3V-SI-036A,B)
高圧注入ポンプ出口隔離弁(電動弁3V-SI-051)

21.800 0.600 ③＜④ ○ 0.203

17.8 3-5-A (1) 46.8 783.8 0.5以上 3.0 1086.3 3-5-A 0.044 0.000 0.044
制御用空気ヘッダ圧力計

(3PT-1800,1810)
18.800 1.000 ③＜④ ○ 0.956

10.3 3-3-A (1) 46.8 783.8 0.5以上 3.0 742.6 3-3-A 0.064 0.000 0.064

使用済燃料ピットクーラ冷却水入口弁
(電動弁3V-CC-151A,B)

使用済燃料ピットクーラ冷却水出口弁
(電動弁3V-CC-159A,B)

10.800 0.500 ③＜④ ○ 0.436

10.3 3-3-A1 (1) 46.8 783.8 0.5以上 3.0 96.2 3-3-A1 0.487 0.050 0.537
使用済燃料ピットポンプ

(3SFP1A,B)
11.060 0.760 ③＜④ ○ 0.223

7.2
3-3-N
3-3-O

(1) 46.8
3-3-N：79.6
3-3-O：79.6

3-1-A：262.5

0.5未満
0.5未満
0.5未満

3.0 18.6 3-1-A 2.517 0.050 2.567
格納容器再循環サンプ隔離弁(電動弁3V-SI-084B)
格納容器再循環サンプ隔離弁(電動弁3V-RH-058B)

10.100 2.900 ③＜④ ○ 0.333

3-3-N及び3-3-Oの溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留面
積の小さい3-3-Oにて評価する。
当エリアでの消火活動によって発生する溢水量は下階へ伝播するため、下階の
3-1-Aの滞留面積で評価する。

43.6 3-10-A (1) 7.8 122.2 0.5未満 0.5 74.5 3-10-A 0.105 0.000 0.105 原子炉補機冷却水サージタンク水位計(3LT-1200,1201) 44.600 1.000 ③＜④ ○ 0.895
隣接するエリアと放水時間が同一のことから(1)の評価に包絡されるため(2)、
及び最上階のフロアのことから(3)の評価は実施しない。

33.1 3-8-B (1) 23.4 1142.9 1.0以上 1.5 95.9 3-8-B 0.245 0.000 0.245
主蒸気ライン圧力計

(3PT-465,466,467,468,475,476,477,478
,485,486,487,488)

33.900 0.800 ③＜④ ○ 0.555
溢水が伝播しうる隣接するエリアがないことから(2)の評価は実施しない。ま
た、上階のフロアより本エリアの放水量が多いことから(3)の評価は本評価に包
絡されるため実施しない。

29.3 3-8-C (1) 7.8 112.4 0.5未満 0.5 222.9 3-8-C 0.035 0.000 0.035
補助給水隔離弁

(電動弁3V-FW-589A,B,C)
29.800 0.500 ③＜④ ○ 0.465

溢水が伝播しうる隣接するエリアがないことから(2)、及び上階のフロアから伝
播しうる経路がないことから(3)の評価は実施しない。

24.8 3-7-G (1) 23.4 1142.9 1.0以上 1.5 149.7 3-7-G 0.157 0.000 0.157
補助給水ピット水位計

(3LT-3750,3751)
25.800 1.000 ③＜④ ○ 0.843

隣接するエリアと放水時間が同一のことから(1)の評価に包絡されるため(2)、
及び上階のフロアから伝播しうる経路がないことから(3)の評価は実施しない。

18.0 (1) 23.4
3-5-D：1142.9
3-5-E：1142.9

1.0以上
1.0以上

1.5 329.0
3-5-C
3-5-E

0.072 0.000 0.072 18.180 0.180 ③＜④ ○ 0.108

3-5-D及び3-5-Eの溢水量、滞留面積、設置EL.は同条件のため、代表して3-5-E
の滞留面積にて評価する。
当エリア内で消火活動を行う際は、扉を開けて放水するため、3-5-Cへ消火水が
伝播することから、3-5-C及び3-5-Eを併せた滞留面積で評価する。
隣接するエリアと放水時間が同一のことから(1)の評価に包絡されるため(2)、
及び上階のフロアから伝播しうる経路がないことから(3)の評価は実施しない。

(1) 15.6 3-5-H:529.7 0.5以上 - - - - - -
原子炉トリップ遮断器盤

(3RT-Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ)
- - - - - 当エリアには火災源が当該防護対象設備しかないため評価対象外とする。

(2)(3) 23.4 3-5-G:1142.9 1.0以上 1.5 302.6
3-5-C
3-5-G

0.078 0.000 0.078
原子炉トリップ遮断器盤

(3RT-Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ)
17.862

0.062
(0.240)

※ ○ 0.162

3-5-Gからの溢水伝播による影響を評価する。
3-5-Gで消火活動を行う際は、扉を開けて放水するため、3-5-Cへ消火水が伝播
することから、3-5-Cと3-5-Gを併せた滞留面積で評価する。
尚、(3)の評価は3-5-Hに直接、上階から溢水伝播する経路はなく、3-5-Gを経由
する必要があり、上階の放水時間は3-5-Gと同一のため、(2)の評価に包絡させ
る。
※3-5-Hと3-5-G間に取り外し可能な堰(H240mm)を設置することから溢水伝播し
ない。

※1： 評価ケースは以下の通りとする。但し、管理区域については溢水量が同一のため、特記ない限り(1)の評価のみ実施する。
　　　(1)評価エリア内で消火活動時の影響評価
　　　(2)評価エリア外での消火活動時の評価エリアへの溢水伝播による影響評価
　　　(3)評価エリア外の上階からの溢水伝播による影響評価
※2： 管理区域は保守的に3時間の放水時間の溢水量にて評価する
※3： 対象のエリアで最も機能喪失レベルが低い機器を表す

3-5-D
3-5-E

ディーゼル発電機室給気ファン
(3VSF39A,B)

17.8 3-5-H

原子炉
建屋

管理区域

非管理区域

９－別紙５ 
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消火時の放水による没水評価結果（２／４） 

 

 

 

 

 

建屋 区域区分 T.P.[m]
評価エリ

ア
番号

評価ケー
ス
※1

①-1
溢水量

[m 3]

①-2
火災荷重

[ＭＪ/m 2]

①-3
等価火災
時間[h]

①-4
放水時間
[h] ※2

②滞留面積

[m 2]

滞留面積
対象エリア

暫定水位
[m]

床勾配
[m]

③溢水水位
[m]

防護対象設備 ※3
機能喪失高さ
(T.P.[m])

④機能喪失高さ
(床上[m])

⑤影響評価 ⑥判定
裕度
[m]

備考

3-3-B (1) 23.4 1142.9 1.0以上 1.5 461.3 3-3-B 0.051 0.000 0.051
タービン動補助給水ポンプ起動盤

(3TDFA,B)
10.675 0.375 ③＜④ ○ 0.324

隣接するエリア及び上階の放水時間が同一またはそれ以下のことから(1)の評価
に包絡されるため(2)、(3)の評価は実施しない。

(1) -
3-3-C：217.5
3-3-D：254.4

0.5未満
0.5未満

- - - - - -
制御用空気圧縮機盤

(3IAPA,B)
10.600 0.300 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2)(3) 23.4 3-3-B：1142.9 1.0以上 1.5 537.6
3-3-B
3-3-C

0.044 0.000 0.044
制御用空気圧縮機盤

(3IAPA)
10.600 0.300 ③＜④ ○ 0.256

3-3-Bからの溢水伝播による影響を評価する。
3-3-C及び3-3-Dの溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留面
積の小さい3-3-Cにて評価する。
3-3-Bからの溢水伝播による影響を評価することから、3-3-Bと評価エリア(3-3-
C)を合わせた面積で評価する。
尚、(3)の評価は3-3-C,Dに直接、上階から溢水伝播する経路はなく、3-3-Bを経
由する必要があり、上階の放水時間は3-3-Bと同一のため、(2)の評価に包絡さ
れる。

(1) - 493.0 0.5以上 - - - - - - 10.980 0.680 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2) 23.4 3-3-B：1142.9 1.0以上 1.5 500.4
3-3-B
3-3-E

0.047 0.000 0.047 10.980 0.680 ③＜④ ○ 0.633
3-3-Bからの溢水伝播による影響を評価する。
3-3-Bからの溢水伝播による影響を評価することから、3-3-Bと評価エリア(3-3-
E)を合わせた面積で評価する。

(3) 23.4 3-5-C:1142.9 1.0以上 1.5 39.1 3-3-E 0.599 0.000 0.599 10.980 0.680 ③＜④ ○ 0.081
上階(3-5-C)からの溢水伝播による影響を評価する。
3-3-Cで放水した消火水がSGブローダウンタンク室を経由して、直接3-3-Eに溢
水伝播るするため、滞留面積は3-3-Eに限定される。

3-3-F
3-3-J

(1) 23.4
3-3-F：1186.9
3-3-J：1205.1

1.0以上
1.0以上

1.5 509.6
3-3-B
3-3-J

0.046 0.000 0.046
ディーゼル発電機制御盤

(3EGBA)
10.375 0.075 ③＜④ ○ 0.029

3-3-F及び3-3-Jの溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留面
積の小さい3-3-Jにて評価する。
当エリア内で消火活動を行う際は、扉を開けて放水するため、3-3-Bへ消火水が
伝播することから、3-3-B及び3-3-Jを併せた滞留面積で評価する。
隣接するエリア及び上階の放水時間が同一またはそれ以下のことから(1)の評価
に包絡されるため(2)、(3)の評価は実施しない。

(1) -
3-3-G：17.3
3-3-H：22.3

0.5未満
0.5未満

- - - - - - 10.980 0.680 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2)(3) 23.4 3-3-B：1142.9 1.0以上 1.5 486.9
3-3-B
3-3-H

0.049 0.000 0.049 10.980 0.680 ③＜④ ○ 0.631

3-3-Bからの溢水伝播による影響を評価する。
3-3-G及び3-3-Hの溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留面
積の小さい3-3-Hにて評価する。
3-3-Bからの溢水伝播による影響を評価することから、3-3-Bと評価エリア(3-3-
H)を合わせた面積で評価する。
尚、(3)の評価は3-3-H,Gに直接、上階から溢水伝播する経路はなく、3-3-Bを経
由する必要があり、上階の放水時間は3-3-Bと同一のため、(2)の評価に包絡さ
れる。

3-3-M (1) 23.4 1142.9 1.0以上 - - - - - -
1次冷却材ポンプ母線計測盤

(3RBIA,B,C)
- - - - - 当エリアには火災源が当該防護対象設備しかないため評価対象外とする

3-3-M (2)(3) 23.4 1142.9 1.0以上 1.5 461.3 3-3-B 0.051 0.000 0.051
1次冷却材ポンプ母線計測盤

(3RBIA,B,C)
10.343

0.043
(0.240)

③＜④ ※ 0.189

3-3-Bからの溢水伝播による影響を評価する。。
上階の放水時間が同一またはそれ以下のことから当評価に包絡されるため(3)の
評価は実施しない。
※3-3-Bと3-3-M間に取り外し可能な堰(H240mm)を設置することから溢水伝播し
ない。

(1) 7.8 3-1-C:224.8 0.5未満 0.5 360.4 3-1-C 0.022 0.050 0.072 3.000 0.700 ③＜④ ○ 0.628
隣接するエリアの放水時間が同一のことから(1)の評価に包絡されるため(2)の
評価は実施しない。

(3) 23.4 - - 1.5 360.4 3-1-C 0.065 0.050 0.115 3.000 0.700 ③＜④ ○ 0.585
上階からの溢水伝播による影響を評価する。
R/B非管理区域の最下階のことから、保守的にR/B非管理区域で最も大きい放水
量（1.5時間放水）を見込んで評価する。

(1) 7.8 262.5 0.5未満 0.5 381.0 3-1-D 0.021 0.050 0.071 3.000 0.700 ③＜④ ○ 0.629
隣接するエリアの放水時間が同一のことから(1)の評価に包絡されるため(2)の
評価は実施しない。

(3) 23.4 - - 1.5 381.0 3-1-D 0.062 0.050 0.112 3.000 0.700 ③＜④ ○ 0.588
上階からの溢水伝播による影響を評価する。
R/B非管理区域の最下階のことから、保守的にR/B非管理区域で最も大きい放水
量（1.5時間放水）を見込んで評価する。

※1： 評価ケースは以下の通りとする。但し、管理区域については溢水量が同一のため、特記ない限り(1)の評価のみ実施する。
　　　(1)評価エリア内で消火活動時の影響評価
　　　(2)評価エリア外での消火活動時の評価エリアへの溢水伝播による影響評価
　　　(3)評価エリア外の上階からの溢水伝播による影響評価
※2： 管理区域は保守的に3時間の放水時間の溢水量にて評価する
※3： 対象のエリアで最も機能喪失レベルが低い機器を表す

3-1-D

タービン動補助給水ポンプ(3FWP1)

3-3-G
3-3-H

3-3-E

3-1-C

3-3-C
3-3-D

2.3

電動補助給水ポンプ(3FWP2B)

原子炉補機冷却水冷却器海水出口弁
(電動弁3V-SW-571C,D)

原子炉補機冷却水冷却器海水出口弁
(電動弁3V-SW-571A,B)

10.3

非管理区域
原子炉
建屋
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消火時の放水による没水評価結果（３／４） 

 

 

建屋 区域区分
基準

T.P.[m]

滞留エリ
ア

番号

評価ケー
ス
※1

①-1
溢水量

[m 3]

①-2
火災荷重

[ＭＪ/m 2]

①-3
等価火災
時間[h]

①-4
放水時間
[h] ※2

②滞留面積

[m 2]

滞留面積
対象エリア

暫定水位
[m]

床勾配
[m]

③溢水水位
[m]

防護対象設備 ※3
機能喪失高さ
(T.P.[m])

④機能喪失高さ
(床上[m])

⑤影響評価 ⑥判定
裕度
[m]

備考

3-5-a (1) 46.8 3092.9 2.0以上 3.0 529.8 3-5-a 0.089 0.000 0.089
ほう酸回収装置、廃液蒸発装置冷却水戻り側止め弁

(電動弁3V-CC-351,352)
18.400 0.600 ③＜④ ○ 0.511

(1) 46.8 3092.9 2.0以上 3.0 550.3
3-5-a
3-5-b

0.086 0.050 0.136 18.200 0.400 ③＜④ ○ 0.264

当エリア内で消火活動を行う際は、扉を開けて放水するため、3-5-aへ消火水が
伝播することから、3-5-a及び3-5-bを併せた滞留面積で評価する。
3-5-aに床勾配はないが、3-5-bに床勾配があるため安全側に高さ50mmあるもの
として溢水水位を算定。

(1) - 37.6 0.5未満 - - - - - -
ほう酸ポンプ
(3CSP2A,B)

18.390 0.590 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2)(3) 46.8 3-5-a：3092.9 2.0以上 3.0 553.6
3-5-a
3-5-c

0.085 0.050 0.135
ほう酸ポンプ
(3CSP2A,B)

18.390 0.590 ③＜④ ○ 0.455

当エリアに隣接する3-5-aからの溢水伝播による影響を評価する。
3-5-aからの溢水伝播による影響を評価することから、3-5-a及び3-5-cを併せた
滞留面積で評価する。尚、3-5-aに床勾配はないが、3-5-cに床勾配があるため
安全側に高さ50mmあるものとして溢水水位を算定。
尚、(3)の評価は3-5-cに直接、上階から溢水伝播する経路はなく、3-5-aを経由
する必要があり、上階の放水時間は3-5-aと同一のため、(2)の評価に包絡され
る。

14.5 3-4-a (1) 46.8 3092.9 2.0以上 3.0 181.0 3-4-a 0.259 0.050 0.309
非常用補給水弁

(電動弁3LCV-121D,E)
15.000 0.500 ③＜④ ○ 0.191

3-3-b (1) 46.8 66.0 0.5未満 3.0 885.5
3-3-a
3-3-b

0.053 0.050 0.103
高圧注入ポンプ入口弁
(電動弁3V-SI-002A)

11.100 0.800 ③＜④ ○ 0.697

当エリア内で消火活動を行う際は、扉を開けて放水するため、3-3-aへ消火水が
伝播することから、3-3-a及び3-3-bを併せた滞留面積で評価する。
3-3-aに床勾配はないが、3-3-bに床勾配があるため安全側に高さ50mmあるもの
として溢水水位を算定。

(1) -
3-3-c：289.3
3-3-d：322.0
3-3-e：293.5

0.5未満
0.5未満
0.5未満

- - - - - -
充てんポンプ
(3CSPIA,B,C)

10.980 0.680 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2)(3) 46.8 3-3-a：3092.9 2.0以上 3.0 895.5
3-3-a
3-3-d

0.053 0.050 0.103
充てんポンプ

(3CSPIB)
10.980 0.680 ③＜④ ○ 0.577

当エリアに隣接する3-3-aからの溢水伝播による影響を評価する。
3-3-c、3-3-d及び3-3-eの溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のた
め、滞留面積の小さい3-3-dにて評価する。
3-3-aからの溢水伝播による影響を評価することから、3-3-a及び3-3-dを併せた
滞留面積で評価する。尚、3-3-aに床勾配はないが、3-3-c,d,eに床勾配がある
ため安全側に高さ50mmあるものとして溢水水位を算定。
尚、(3)の評価は3-3-c,d,eに直接、上階から溢水伝播する経路はなく、3-3-aを
経由する必要があり、上階の放水時間は3-3-aと同一のため、(2)の評価に包絡
される。

(1) 46.8 66.0 0.5未満 3.0 871.4
3-3-a
3-3-f

0.054 0.050 0.104
高圧注入ポンプ入口弁
(電動弁3V-SI-002B)

11.100 0.800 ③＜④ ○ 0.696

当エリア内で消火活動を行う際は、扉を開けて放水するため、3-3-aへ消火水が
伝播することから、3-3-a及び3-3-fを併せた滞留面積で評価する。
3-3-aに床勾配はないが、3-3-fに床勾配があるため安全側に高さ50mmあるもの
として溢水水位を算定。

3-2-a (1) 46.8 3092.9 2.0以上 3.0 867.8 3-2-a 0.054 0.000 0.054

格納容器スプレイ冷却器冷却水出口弁
(電動弁3V-CC-177A,B)

余熱除去冷却器冷却水出口弁
(電動弁3V-CC-117A,B)

3.400 0.600 ③＜④ ○ 0.546

3-2-b
3-2-e

(1) 46.8
3-2-b：66.0
3-2-e：66.0

0.5未満
0.5未満

3.0 960.7
3-2-b
3-2-a

0.049 0.050 0.099

余熱除去ポンプ再循環サンプ、燃料取替用水ピット側入
口弁

(電動弁3V-RH-055A)
余熱除去ポンプ燃料取替用水タンク側入口弁

(電動弁3V-RH-051A)

3.300 0.500 ③＜④ ○ 0.401

3-2-b及び3-2-eの溢水量、滞留面積、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のた
め、代表して3-2-bの滞留面積にて評価する。
3-2-aに床勾配はないが、3-2-b(e)に床勾配があるため安全側に高さ50mmあるも
のとして溢水水位を算定。

4.1
3-2-c
3-2-d

(1) 46.8
3-2-c：66.0
3-2-d：66.0

0.5未満
0.5未満

3.0 115.7 3-2-c 0.405 0.050 0.455

高圧注入ポンプミニフロー第1弁
(電動弁3V-SI-014A)

高圧注入ポンプミニフロー第2弁
(電動弁3V-SI-015A)

4.720 0.620 ③＜④ ○ 0.165
3-2-c及び3-2-dの溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留面
積の小さい3-2-cにて評価する。

(1) -
3-1-b：92.3
3-1-g：95.8

0.5未満
0.5未満

- - - - - -
高圧注入ポンプ

(3SIP1A,B)
-1.400 0.300 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2)(3) 46.8 3-1-a：96.2 0.5未満 3.0 341.3
3-1-a
3-1-b

0.138 0.050 0.188
高圧注入ポンプ

(3SIP1A)
-1.400 0.300 ③＜④ ○ 0.112

当エリアに隣接する3-1-aからの溢水伝播による影響を評価する。
3-1-aからの溢水伝播による影響を評価することから、3-1-a及び滞留面積が狭
い3-1-bを併せた滞留面積で評価する
(3)の評価は3-1-b,gに直接、上階から溢水伝播する経路はなく、3-1-aを経由す
る必要があり、上階の放水時間は3-1-aと同一のため、(2)の評価に包絡され
る。

(1) -
3-1-d：92.3
3-1-e：95.8

0.5未満
0.5未満

- - - - - -
余熱除去ポンプ

(3RHP1A,B)
-0.900 0.800 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2)(3) 46.8 3-1-a：96.2 0.5未満 3.0 348.7
3-1-a
3-1-d

0.135 0.050 0.185
余熱除去ポンプ

(3RHP1A)
-0.900 0.800 ③＜④ ○ 0.615

当エリアに隣接する3-1-aからの溢水伝播による影響を評価する。
3-1-aからの溢水伝播による影響を評価することから、3-1-a及び滞留面積が同
様なことから、代表として3-1-dを併せた滞留面積で評価する
(3)の評価は3-1-d,eに直接、上階から溢水伝播する経路はなく、3-1-aを経由す
る必要があり、上階の放水時間は3-1-aと同一のため、(2)の評価に包絡され
る。

※1： 評価ケースは以下の通りとする。但し、管理区域については溢水量が同一のため、特記ない限り(1)の評価のみ実施する。
　　　(1)評価エリア内で消火活動時の影響評価
　　　(2)評価エリア外での消火活動時の評価エリアへの溢水伝播による影響評価
　　　(3)評価エリア外の上階からの溢水伝播による影響評価
※2： 管理区域は保守的に3時間の放水時間の溢水量にて評価する
※3： 対象のエリアで最も機能喪失レベルが低い機器を表す

17.8

3-1-b
3-1-g

3-3-c
3-3-d
3-3-e

3-5-c

3-5-b

3-1-d
3-1-e

3-3-f

-1.7

10.3

ほう酸注入タンク入口弁
(電動弁3V-SI-032A,B)

管理区域
原子炉

補助建屋

2.8
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消火時の放水による没水評価結果（４／４） 

 
 

建屋 区域区分
基準

T.P.[m]

滞留エリ
ア

番号

評価ケー
ス
※1

①-1
溢水量

[m 3]

①-2
火災荷重

[ＭＪ/m 2]

①-3
等価火災
時間[h]

①-4
放水時間
[h] ※2

②滞留面積

[m 2]

滞留面積
対象エリア

暫定水位
[m]

床勾配
[m]

③溢水水位
[m]

防護対象設備 ※3
機能喪失高さ
(T.P.[m])

④機能喪失高さ
(床上[m])

⑤影響評価 ⑥判定
裕度
[m]

備考

28.6 3-7-c (1) 7.8 105.9 0.5未満 0.5 111.9 3-7-c 0.070 0.000 0.070 中央制御室循環ファン　3VSF20B 28.790 0.190 ③＜④ ○ 0.120

(1) 7.8 105.9 0.5未満 0.5 958.2 3-7-b 0.009 0.000 0.009
流量設定器

3HC-2836,2837
25.900 1.100 ③＜④ ○ 1.091

(2)(3) 23.4 3-7-C:1142.9 1.0以上 1.5 1033.5
3-7-b
3-7-C

0.023 0.000 0.023
流量設定器

3HC-2836,2837
25.900 1.100 ③＜④ ○ 1.077

3-7-Cからの溢水伝播を評価する。
3-7-Cの消火水が3-7-bに伝播することから、3-7-C及び評価エリア(3-7-b)を併
せた滞留面積で評価する。
(3)については直接上階から溢水伝播する経路がないため、3-7-Bを経由する必
要があることから、(2)の評価に包絡される。

(1) -
3-5-d：151.9
3-5-f：116.1

0.5未満
0.5未満

- - - - - -

安全系現場制御監視盤
(3SLCA1,2,3 B1,2,3)
原子炉安全保護盤
(3P-Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ)

工学的安全施設作動盤
(3EFA,B)

安全系マルチプレクサ
(3SMCA,B)

17.845 0.045 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2),1 7.8 3-5-h:445.7 0.5未満 0.5 330.5
3-5-f
3-5-h

0.024 0.000 0.024

安全系現場制御監視盤
(3SLCB1,2,3)

原子炉安全保護盤
(3P-Ⅲ,Ⅳ)

工学的安全施設作動盤
(3EFB)

安全系マルチプレクサ
(3SMCB)

17.845 0.045 ③＜④ ○ 0.021

消火栓が設置されており、当エリアに隣接する3-5-hからの溢水伝播による影響
を評価する。
3-5-d及び3-5-fの溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留面
積の小さい3-5-fにて評価する。
3-5-hにて消火活動を行った消火水が3-5-fに伝播することから、3-5-hと評価エ
リア(3-5-f)を併せた滞留面積で評価する。

(2),2
(3)

23.4 3-5-C:1142.9 1.0以上 1.5 617.1
3-5-f
3-5-h
3-5-C

0.038 0.000 0.038

安全系現場制御監視盤
(3SLCB1,2,3)

原子炉安全保護盤
(3P-Ⅲ,Ⅳ)

工学的安全施設作動盤
(3EFB)

安全系マルチプレクサ
(3SMCB)

17.845 0.045 ③＜④ ○ 0.007

火災荷重が3-5-hよりも大きい3-5-Cからの溢水伝播による影響を評価する。
3-5-d及び3-5-fの溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留面
積の小さい3-5-fにて評価する。
3-5-Cの消火水が3-5-fに伝播するには、3-5-hを経由する必要があることから、
3-5-C、3-5-h及び評価エリア(3-5-f)を併せた滞留面積で評価する。
(3)の評価については上階と放水時間が同一のため、(1)または(2)の評価に包絡
される。

(1) - 185.9 0.5未満 - - - - - -
運転コンソール

(3MCB)
18.009 0.209 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない

(2),1 7.8 3-5-h:445.7 0.5未満 0.5 533.2
3-5-e
3-5-h

0.015 0.000 0.015
運転コンソール

(3MCB)
18.009 0.209 ③＜④ ○ 0.194

消火栓が設置されており、当エリアに隣接する3-5-hからの溢水伝播による影響
を評価する。
3-5-hにて消火活動を行った消火水が3-5-eに伝播することから、3-5-hと評価エ
リア(3-5-e)を併せた滞留面積で評価する。。

(2),2
(3)

23.4 3-5-C:1142.9 1.0以上 1.5 819.8
3-5-e
3-5-h
3-5-C

0.029 0.000 0.029
運転コンソール

(3MCB)
18.009 0.209 ③＜④ ○ 0.180

火災荷重が3-5-hよりも大きい3-5-Cからの溢水伝播による影響を評価する。
3-5-Cの消火水が3-5-eに伝播するには、3-5-hを経由する必要があることから、
3-5-C、3-5-h及び評価エリア(3-5-e)を併せた滞留面積で評価する。
(3)の評価については上階と放水時間が同一のため、(1)または(2)の評価に包絡
される。

(1) -
3-3-g：976.8
3-3-j：976.8

1.0以上
1.0以上

- - - - - -
蓄電池

(3BATA,B)
10.400 0.100 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2)(3) 23.4 3-3-k：912.8
1.0以上
1.0以上

1.5 532.4
3-3-i
3-3-j
3-3-k

0.044 0.000 0.044
蓄電池
(3BATA)

10.400 0.100 ③＜④ ○ 0.056

3-3-g及び3-3-jの近隣エリア3-3-kからの溢水伝播による影響を評価する。
3-3-g及び3-3-j の溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留
面積の小さい3-3-j にて評価する。
3-3-kにて消火活動を行った消火水が3-3-jに伝播するには、3-3-iを経由するこ
とから、3-3-k,3-3-i及び評価エリア(3-3-j)を併せた滞留面積で評価する。
(3)については直接上階から溢水伝播する経路がないため、3-3-h,iを経由する
必要があることから、(2)の評価に包絡される。

(1) -
3-3-h：938.9
3-3-i：839.3

1.0以上
0.5以上

- - - - - -
パワーコントロールセンタ

(3PCC-A1,2,B1,2)
10.3635 0.063 - ○ - 消火水を放水しない消火活動を実施するため、消火水の放水は想定しない。

(2)(3) 23.4 3-3-k：912.8 1.0以上 1.5 512.5
3-3-i
3-3-k

0.046 0.000 0.046
パワーコントロールセンタ

(3PCC-A1,2)
10.3635 0.063 ③＜④ ○ 0.017

3-3-h及び3-3-iに隣接する3-3-kからの溢水伝播による影響を評価する。
3-3-h及び3-3-i の溢水量、設置EL.、及び機能喪失高さは同条件のため、滞留
面積の小さい3-3-i にて評価する。
3-3-kにて消火活動を行った消火水が3-3-iに伝播することから、3-3-kと評価エ
リア(3-3-i)を併せた滞留面積で評価する。
(3)については直接上階から溢水伝播する経路がないため、3-3-kを経由する必
要があることから、(2)の評価に包絡される。

(1) -
3-1-K：1205.1
3-1-L：1186.9

1.0以上 - - - - - -
温度スイッチ
3TS-2753,2754

14.700 4.400 - ○ -

CO2消火であることからエリア内の消火水の放水は想定しない。
ディーゼル発電機建屋と原子炉建屋との連絡路に水密扉が設置されているおり
消火水は伝播しない、また、直接上階から溢水伝播する経路がないため(2)、
(3)の評価は実施しない。

(1) -
3-1-E：1205.1
3-1-F：1186.9

1.0以上
1.0以上

- - - - - - 6.400 0.200 - ○ -
CO2消火であることからエリア内の消火水の放水は想定しない。
(2)、(3)は3-3-K,Lの評価と同様の理由により、評価は実施しない。

※1： 評価ケースは以下の通りとする。但し、管理区域については溢水量が同一のため、特記ない限り(1)の評価のみ実施する。
　　　(1)評価エリア内で消火活動時の影響評価
　　　(2)評価エリア外での消火活動時の評価エリアへの溢水伝播による影響評価
　　　(3)評価エリア外の上階からの溢水伝播による影響評価
※2： 管理区域は保守的に3時間の放水時間の溢水量にて評価する

※3： 対象のエリアで最も機能喪失レベルが低い機器を表す

3-1-E
3-1-F

3-3-K
3-3-L

3-5-e

10.3

3-3-g
3-3-j

3-3-h
3-3-i

3-5-d
3-5-f

6.2

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
発電機
建屋

内燃機関(ディーゼル機関)
(3DGE1A,B)

17.8

10.3

非管理区域

3-7-b24.8

原子炉
補助建屋

非管理区域












































































































